
事業名 街路づくり事業

事業箇所

宇都宮都市計画道路

３･４･306号中郷八木岡線

真岡市荒町～田町

荒町工区 L＝340m

事業主体 栃木県

事業担当課 県土整備部 都市整備課
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栃木県公共事業再評価 概要書

【県土整備部 街路事業】

必須
・事業名
・事業箇所
・事業主体

路河川名、事業延長

事業区間を記載すること

・事業担当課

10枚以内としてください

0911 追記箇所あり（技管）
0919 P.8（B/C詳細）ページ削除（技管）

あらまち たまち

な か ご う や ぎ お か



Ⅰ 事業の概要

【現況】

2

目標事業期間
（変更前）

令和６年度～令和16年度
（令和６年度～令和12年度）

事業経過
令和６年度 事業化
令和６年度 用地着手
令和８年度 事業再評価（今回）

全体事業費
［うち用地補償費］

20.6（11.4）億円
［13.1（ 7.2）億円］

※（ ）は前回計画時

事業延長
［うち整備済延長］

Ｌ＝340m
［Ｌ＝ 0ｍ］

進捗率

基準年次：【令和８年度末時点】
費用 進捗率

既投資事業費 5.8億円 28％
［うち用地補償費 5.0億円 38％］

本路線は、真岡市中心市街地を南北に貫き、医療拠点、駅及び観
光拠点等へのアクセス道路であり、地域の生活と経済を支える重要
な路線である。

しかしながら、本事業区間は近隣小学校の通学路であるにもかか
わらず、道路幅員が狭隘で、歩道がなく、電柱が林立しており、安
全かつ円滑な通行空間の確保が求められている。

このため、本事業では、現道を拡幅し歩道及び路肩を整備するこ
とで安全で円滑な通行を確保するとともに、電線類を地中化して防
災機能を高め、良好な街なみ景観の創出を図るものである。

【目的】 【事業概要図】

【標準横断図】

必須
・目標事業期間
・事業経過

事業化年度、用地着手年度、

工事着手年度は必ず記載すること

・全体事業費
・事業延長
・進捗率
・目的
・事業概要図、横断図

0911追記

国土地理院の地図とすること

1211 レイアウト変更

上部に移動

1211 追加
必須
横断図：現況・計画
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5.0ｍ

路肩車道路肩
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1.5m
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3.0m
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1.5m3.0m 歩道

16.0m

歩道

自転車通行帯 自転車通行帯車道

現況

計画一般図

荒町工区
 R6～R16（予定）
 Ｌ=340m
 W = 7.0m(16.0m)

市役所

真岡小学校

芳賀赤十字病院

1.0ｍ



Ⅰ 事業の概要

【箇所の概要】
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Ⅰ 事業の概要
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事業箇所

事業済箇所

凡例

必須
・位置図、平面図

0911追記

国土地理院の地図とすること

事業位置

市役所

真岡小学校

真岡市

荒町工区
  R6～R16（予定）
 Ｌ=340m
 W =  7.0m(16.0m) ① ②

②

芳賀赤十字病院

久保記念観光交流館

真岡木綿会館
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【今後の事業進捗の見込み】
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Ⅱ 事業の評価

【全体事業費の見直し】

事業費 11.4億円 ⇒ 20.6億円（＋ 9.2億円）

内

訳

工事費

用地補償費

4.2億円 ⇒ 7.5億円（＋ 3.3億円）

7.2億円 ⇒ 13.1億円（＋ 5.9億円）

前回計画

(R5年度)

今回計画

１ 費用対効果分析結果

２ 事業の整備効果等
・歩道及び路肩の整備による歩行者・自転車の安全な通行空間の確保
・無電柱化による都市防災機能の強化
・「中心市街地リノベーション事業」と一体となり本事業を進めることによる真岡市中心市街地の活性化

【事業の投資効果】

Ｂ／Ｃ 総便益（Ｂ） 総費用（Ｃ）

（１）事業全体 - - -

（２）残事業 - - -

・事業期間の見直し
令和12年度 ⇒ 令和16年度

・総事業費の見直し
11.4億円 ⇒ 20.6億円

必須（該当の場合）
・事業期間の見直し
・総事業費の見直し
・全体事業費の見直し
・１費用対効果分析結果
・２事業の整備効果等

0911追記
〇事業期間に変更が無い場合も記載してください

（例）
・事業期間の見直し

令和９年度⇒令和９年度

〇B/Cが算定不要な事業の対応
欄は削除せず、下記の例を参考に作成してください

電共、交安事業のため対象外



Ⅱ 事業の評価

【事業の進捗状況等】 ※令和８年度末時点
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【コスト縮減等】

【事業の対応方針（案）】

• 本計画で事業を継続する。

１ 事業の進捗状況
• 全体事業進捗率 ２８％

用 地 ３８％
工 事 ０％

２ 今後の事業進捗の見込み
• 用地取得、工事を推進し、令和16年度を目標に

事業完了を図る。

１ コスト縮減方策
• 再生材の利用や建設発生土の公共工事間流用に

努め、コスト縮減を図る。

２ 代替案立案等の可能性
• 土地区画整理事業と連携して整備しており、地権

者の仮換地指定はすべて完了していることから、
引き続き現計画で事業を継続することが妥当と考
える。

必須
・１事業の進捗状況
・２今後の事業進捗の見込み
・１コスト縮減方策
・２代替案立案等の可能性
・事業の対応方針（案）
・着手前
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